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Ｑ：四半期開示の方向性Ｑ：四半期開示の方向性

東京証券取引所の平成１５年４月からの「四半期業績の概況の開示東京証券取引所の平成１５年４月からの「四半期業績の概況の開示
義務化」に伴い、次の必要最低限の開示が求められております。義務化」に伴い、次の必要最低限の開示が求められております。
　　①売上高等及びその補足説明　　①売上高等及びその補足説明
　　②当該四半期に発生した企業集団の損益及び財政状態に重要な　　②当該四半期に発生した企業集団の損益及び財政状態に重要な
　　　　影響を与える事象の有無及びその概要　　　　影響を与える事象の有無及びその概要
　　③業績予想　　③業績予想
当社の対応と致しましては、上記の最低限の開示はもちろんのこと、当社の対応と致しましては、上記の最低限の開示はもちろんのこと、
ＩＲの基本スタンスに基づき、株主・投資家の満足度向上を図るためにＩＲの基本スタンスに基づき、株主・投資家の満足度向上を図るために
四半期財務・業績情報を開示していく考えであります。四半期財務・業績情報を開示していく考えであります。
また、説明会開催につきましては、他社動向、投資家のニーズ等をまた、説明会開催につきましては、他社動向、投資家のニーズ等を
確認し、検討した上で決定します。確認し、検討した上で決定します。

Ｑ：従業員数とＮＥＣからの出向者数の推移Ｑ：従業員数とＮＥＣからの出向者数の推移

従業員数は、１５／３末で６，８２０人。（単独）従業員数は、１５／３末で６，８２０人。（単独）
ＮＥＣからの出向者比率は、全体の３％。ＮＥＣからの出向者比率は、全体の３％。
Ｈ１４／３末に比べると２５％減。Ｈ１４／３末に比べると２５％減。

Ｑ：Ｑ：NECNEC、、NECNECグループの売上高比率グループの売上高比率

　　　　　　　　　　　　　　20022002年年33月期→月期→20032003年年33月期月期
　　　　NEC NEC 　　　　　　　　64.0%64.0%　　 →　→　56.3%56.3%
　　　　NECNECｸﾞﾙｰﾌﾟ　ｸﾞﾙｰﾌﾟ　 77.1%77.1%　　 →　→　75.5%75.5%



Ｑ：Ｑ：PARCPARCのの変化と特徴変化と特徴

20022002年年33月期→月期→20032003年年33月期月期
　　　　39,438   39,438   →→37,62937,629（億円）（億円）

（内訳）（内訳）
33.5%33.5%　ｵｰﾌﾟﾝ系　ｵｰﾌﾟﾝ系
39.2%39.2%　ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑ系　ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑ系
　　 27.2%27.2%　その他　　その他　

Ｑ：Ｑ：IDCIDCのの展開展開計画計画

　　　　　　　　　　　　20032003年年33月期（実績）　月期（実績）　20042004年年33月期（計画）月期（計画）

　　累積拠点数　　　９　　　　　　　　２２累積拠点数　　　９　　　　　　　　２２
　　売上売上（億円）（億円）　　 １１　　　　１１　　　　 　　　１５　　　１５
　投資　投資（億円）（億円）　　 　３　　　　　　　　１７　３　　　　　　　　１７

Ｑ：自主比率とＱ：自主比率とNECNEC連携比率の変化連携比率の変化

　　　　　　　　　　　　20022002年年33月期　→月期　→ 20032003年年33月期月期
自主比率自主比率 22.9%22.9%　　　→　　　　　　→　　　24.5%24.5%

NECNEC連携連携 27.7%     27.7%     　　 →→ 32.3%32.3%

自律事業自律事業 50.6%   50.6%   　　　　 →→ 56.8%56.8%

Ｑ：年間外注実績Ｑ：年間外注実績

20032003年年33月期　４９２億円　前年比１０１．７％です。月期　４９２億円　前年比１０１．７％です。



Ｑ：顧客の業種別売上状況Ｑ：顧客の業種別売上状況

サービス業サービス業 金融・金融・
不動産業不動産業

卸売･小売卸売･小売
飲食業飲食業

官公庁官公庁 運輸運輸
通信通信
電気電気
機器機器

その他その他

17.5%17.5% 16.4%16.4% 15.3%15.3% 14.6%14.6% 7.17.1 7.07.0 22.122.1%%

サービス業サービス業 金融・金融・
不動産業不動産業

卸売･小売卸売･小売
飲食業飲食業

官公庁官公庁 運輸運輸
通信通信
電気電気
機器機器

19.119.1%% 12.212.2%% 16.816.8%% 18.118.1%% 6.86.8 6.46.4

その他その他

20.6%20.6%

2003年3月期

2002年3月期

Ｑ：官公庁向け売上高Ｑ：官公庁向け売上高

平成14年度（通期） 売上高（百万円） 比率1 比率2
総売上高（単体） 238,774                    
総売上高（単体、ﾊﾟｰｿﾅﾙ276億除く） 211,202                    100.0%
官公庁系売上高 38,309              100.0% 18.1%

中央官庁 13,338              34.8% 6.3%
地方自治体 24,971              65.2% 11.8%

Ｑ：代行返上によるインパクトＱ：代行返上によるインパクト

過去分の国への資産返還時期は、平成１５年度下期を予定しており、過去分の国への資産返還時期は、平成１５年度下期を予定しており、

代行返上に伴う特別損益は、平成１６年３月期決算に反映させる方針代行返上に伴う特別損益は、平成１６年３月期決算に反映させる方針

です。です。

当社が当該代行部分を返上した時の特別損益に与える影響額は、当社が当該代行部分を返上した時の特別損益に与える影響額は、

現在確定しておりません。これは、経過措置を適用しない（原則法を現在確定しておりません。これは、経過措置を適用しない（原則法を

適用する）場合の法令及び会計上の取扱いが現時点で決定されて適用する）場合の法令及び会計上の取扱いが現時点で決定されて

いない事、年金資産運用環境の変動要因が大きく将来の予測が困難いない事、年金資産運用環境の変動要因が大きく将来の予測が困難

である事、また当社としての新企業年金制度を現在検討中であり、そのである事、また当社としての新企業年金制度を現在検討中であり、その

導入時に代行部分以外の未認識債務の処理（処理可能な要件を別途導入時に代行部分以外の未認識債務の処理（処理可能な要件を別途

検討）を考慮して、損益インパクトは０を見込んでおり、Ｈ１５年度業績へ検討）を考慮して、損益インパクトは０を見込んでおり、Ｈ１５年度業績へ

影響はありません。影響はありません。



20022002年年33月期　　月期　　20032003年年33月期　　月期　　20042004年年33月期（計画）月期（計画）

　　　　　　

Ｑ：設備投資計画と減価償却費（情報化投資も含めた）Ｑ：設備投資計画と減価償却費（情報化投資も含めた）

９億　　　　　　　　　　８億　　　　　　　　　　　１２億　　　　９億　　　　　　　　　　８億　　　　　　　　　　　１２億　　　　

20022002年年33月期　　月期　　20032003年年33月期　　月期　　20042004年年33月期（計画）月期（計画）

　　

【設備投資の実績と計画】　　【設備投資の実績と計画】　　

４８億　　　　　　　　　３９億　　　　　　　　　　９１億　４８億　　　　　　　　　３９億　　　　　　　　　　９１億　

【減価償却費】【減価償却費】

（単位：億円）

前期比 前期比 前期比 前期比
ビジネス保守サービス 949 2.9% 17.5% 2.0pt 926 △2.4% 18.8% 1.3pt
パーソナル保守サービス 275 1.3% 10.1% 3.6pt 280 1.6% 10.5% 0.4pt

1,225 2.5% 15.8% 2.4pt 1,207 △1.5% 16.9% 1.1pt
インストレーションサービス 54 △20.4% 26.4% 1.7pt 56 3.5% 28.6% 2.2pt
ＮＷ施設サービス 279 △9.6% 13.4% 2.1pt 280 0.6% 14.9% 1.5pt
サプライサービス 358 △1.5% 16.1% △0.9pt 361 1.0% 17.3% 1.2pt
ソリューションサービス 483 43.9% 16.0% △0.7pt 623 29.0% 17.7% 1.7pt

1,175 9.2% 15.9% 0.1pt 1,323 12.5% 17.5% 1.6pt
2,401 5.7% 15.9% 1.4pt 2,530 5.4% 17.2% 1.3pt

２００４年３月期（計画）
売上高 売上高ＧＰ率 ＧＰ率

プロアクティブ・メンテナンス事業

フィールディング・ソリューション事業
合　　　　計

２００３年３月期（実績）

Ｑ：ＳＢＵ別売上高・ＧＰ率の実績と見通しＱ：ＳＢＵ別売上高・ＧＰ率の実績と見通し


